
令和８年度元気な十和田市づくり市民活動支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 市は、市民と行政との協働によるまちづくりを推進するため、市の元気

につながる市民の自主的な取組に対し、予算の範囲内において令和８年度元気

な十和田市づくり市民活動支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付す

るものとし、その交付については、十和田市補助金等の交付に関する規則（平

成17年十和田市規則第66号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。

（補助対象事業等）

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は地域

課題を解決するため、地域資源を活かした活動等、地域の支え合い及び魅力あ

る地域づくりに取り組む事業（以下「地域づくりコース」という。）で、次に掲

げる要件を全て満たす事業とする。

⑴ 令和７年度に元気な十和田市づくり市民活動支援事業補助金の交付決定を

受けた事業と同一の事業であり、かつ、交付決定の回数が２回以下の事業で

あること

⑵ 市内で行われる公益的な事業であること。

⑶ 団体及び市民が主体的に行う事業であること。

⑷ 令和８年４月１日以後に着手し、令和９年２月28日までに完了する事業で

あること。

⑸ 第２次十和田市総合計画の推進に資する事業であること。

２ 次の各号のいずれかに該当する事業については、補助金の交付を受けること

ができない。

⑴ 法令等に違反し、又は違反するおそれのある事業

⑵ 公の秩序又は善良の風俗を害し、又は害するおそれのある事業

⑶ 政治活動又は宗教活動を目的とする事業

⑷ 営利を目的とした事業



⑸ この補助金以外の市の補助金の交付を受け、又は受ける見込みである事業

⑹ 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付の対象として適当でないと認め

られる事業

（対象団体）

第３条 補助金の交付の対象となる団体（以下「対象団体」という。）は、補助対

象事業を実施する市民活動団体（ボランティア団体、特定非営利活動法人等を

いう。以下同じ。）又は地域コミュニティ活動団体（町内会、子ども会、ＰＴＡ

等をいう。以下同じ。）で、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

⑴ 構成員が５人以上であること。

⑵ 団体の組織及び運営に関する規約、会則等があること。

⑶ 主たる活動地域が市内で、構成員の２分の１以上が市内に在住し、通勤し、

又は通学していること。

⑷ 公共の利益に反する行為を行わない団体であること。

（補助対象経費及び補助金の額）

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象事業の実施に係る別表に定める経費とする。

２ 補助金の額は、第１号の規定により算出した額、第２号の規定により算出し

た額又は50万円（市長が特に必要と認めた場合は、100万円）のいずれか低い額

以内とする。

⑴ 補助対象経費の全額うち、30万円までの分については補助対象経費に10分

の10を乗じて得た額及び30万円を超える分については補助対象経費に10分の

８を乗じて得た額

⑵ 補助対象経費の全額から参加費、協賛金その他の収入を控除した額

３ 前項の規定により算出した額に1,000円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。

（企画提案書の提出）

第５条 補助金の交付を受けようとする対象団体は、令和８年５月12日までに、



令和８年度元気な十和田市づくり市民活動支援事業企画提案書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴ 事業計画書（様式第２号）

⑵ 事業収支予算書（様式第３号）

⑶ 団体概要調書（様式第４号）

⑷ 団体の規約、会則等、構成員又は役員の名簿及び直近の年度の収支決算書

⑸ その他市長が必要と認める書類

２ 前項の規定による提出は、１対象団体につき１事業に限る。

（評価、検討及び意見交換）

第６条 市長は、前条第１項の規定により提出のあった企画提案書の選考に当た

り、元気な十和田市づくり市民活動支援事業検討会議（以下「検討会議」とい

う。）を設置し、評価、検討及び意見交換を行うものとする。

２ 検討会議の構成及び運営に関し必要な事項は、別に定める。

（補助対象事業の決定）

第７条 市長は、検討会議での委員の意見を踏まえ、補助対象事業を決定し、令

和８年度元気な十和田市づくり市民活動支援事業補助対象決定通知書（様式第

５号）により対象団体に通知するものとする。

（補助金の交付の申請）

第８条 前条の規定により補助対象事業の決定を受けた団体は、市長の定める期

間内に、令和８年度元気な十和田市づくり市民活動支援事業補助金交付申請書

（様式第６号）に第５条第１項各号に掲げる書類及び見積書（10万円を超える

補助対象経費にあっては、２社以上の見積書。）を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、同項の規定により提出した書類と相違ない場合は、省略

することができる。

（補助金の交付の決定）

第９条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を

審査し、及び必要に応じて現地調査等を行い、補助金の交付の可否を決定し、



令和８年度元気な十和田市づくり市民活動支援事業補助金交付決定通知書（様

式第７号）により対象団体に通知するものとする。

（実績報告）

第10条 補助金の交付の決定を受けた団体（以下「補助対象団体」という。）は、

補助対象事業が完了したときは、当該補助対象事業が完了した日から起算して

30日を経過した日又は令和９年３月31日のいずれか早い日までに、令和８年度

元気な十和田市づくり市民活動支援事業実績報告書（様式第８号）に次に掲げ

る書類を添えて市長に提出しなければならない。

⑴ 事業評価報告書（様式第９号）

⑵ 事業収支決算書（様式第10号）

⑶ 団体の収支決算（見込）書（様式第11号）

⑷ 事業経費の支払を証する書類の写し及び出納簿

⑸ 補助対象事業に関する参考資料（チラシ・パンフレット、活動写真等）

⑹ 自家用車による移動に係る交通費を補助対象経費として申請した場合にあ

っては、日時、運転者名、走行距離数及び運行区間を記載した書類

⑺ ポスター又はチラシに係る印刷製本費を補助対象経費として申請した場合

にあっては、配布先及び配布枚数を記載した書類

⑻ 前５号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第11条 市長は、前条の報告書等の提出を受けたときは、当該報告書等の書類の

審査及び必要に応じて行う現地調査等により、交付すべき補助金の額を確定し、

令和８年度元気な十和田市づくり市民活動支援事業補助金額確定通知書(様式

第12号)により補助対象団体に通知するものとする。

（補助金の交付）

第12条 補助金は、前条の規定により額を確定した後に交付するものとする。た

だし、市長が特に必要と認めるときは、補助対象事業の完了前に補助金の全部

又は一部を概算払の方法により交付することができる。



（補助金の請求）

第13条 補助対象団体は、補助金を請求しようとするときは、令和８年度元気な

十和田市づくり市民活動支援事業補助金交付請求書(様式第13号)を市長に提出

しなければならない。ただし、概算払を必要とするものについては、令和８年

度元気な十和田市づくり市民活動支援事業補助金概算払請求書(様式第14号)に

よらなければならない。

（財産の管理及び処分）

第14条 補助対象団体は、補助対象事業により取得した備品等について、その保

管状況を明らかにし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵

省令第15号）に定められた当該備品等の耐用年数を経過するまでの期間におい

て、当該補助対象事業の終了後も同等の事業等に使用するものとする。

２ 補助対象団体は、対象事業により取得し、又は効用の増加した財産を市長の

承認を得ずに、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならない。

（事業実施状況の公表）

第15条 市長は、補助対象事業の実施状況について、ホームページ等で公表する

ものとする。

（その他）

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和８年４月27日から施行する。



別表（第４条関係）

備考

１ 団体の構成員及び構成団体に支払う人件費、報償費及び旅費は補助対象

経費の対象外とする。

２ 団体の経常的な管理運営に要する費用は補助対象外とする。

３ リース契約が可能な備品については、リース契約を優先すること。

４ 自家用車による移動に係る交通費については、十和田市職員等の旅費及

補助対象経費

青森県最低賃金時間額に準じ雇用したアルバイトに係る人件費

講師等に対する謝礼及び審査等により順位付けした上位者に対する賞品に係

る報償費

講師、指導者等に係る旅費

団体の構成員の研修に係る交通費（補助対象経費全額の25％を上限とする。）

消耗品費

機材、重機、車両（移動用のものを除く。）等に係る燃料費

ポスター、チラシ等の印刷及び資料等のコピー代等に係る印刷製本費

講演会、ワークショップ、フォーラム等の講師及びパネラーに係る食糧費（

1,200円を上限とする。昼食時、夕食時を跨いで従事する場合は、食事代を含

む。)

物品等の発送、購入等に係る通信運搬費

銀行等への振込、オンライン決済等に係る手数料

イベント、作業従事者等に係る保険料

専門的な技術及び知識を要するホームページの作成等に係る委託費

施設、会議室等の使用料

車両、機材等の借上料

次年度以降の継続的な補助対象事業の実施に繋がる備品購入費



び費用弁償に関する条例施行規則（平成17年十和田市規則第64号）に準じ

算出、又は燃料費実費とすること。


